様式１１（国様式第５号）
運行管理の責任者　就任承諾書

　申請者（　　　　　　　　　　　　　　　）が自家用有償旅客運送の登録を受けた場合は、その運行管理の責任者として就任することを承諾致します。

令和　　年　　月　　日

住　　所

氏　　名

· 　乗車定員１１以上の車両を配置する事務所及び乗車定員１０人以下の車両を５両以上配置する事務所の運行管理の責任者にあっては、運行管理者資格証の写し又は施行規則第５１条の１７第２項各号のいずれかの要件を備えていることを証する書類を添付すること。

参考：道路運送法施行規則

 (運行管理)
第五十一条の十七　自家用有償旅客運送者は、自家用有償旅客運送自動車の運行管理の責任者の選任その他運行管理の体制の整備を行わなければならない。
２　前項の責任者は、乗車定員十一人以上の自家用有償旅客運送自動車の運行を管理する事務所及び乗車定員十人以下の自家用有償旅客運送自動車五両以上の運行を管理する事務所にあつては、当該事務所ごとに、法第二十三条第一項の運行管理者又は次の各号のいずれかに該当する者の中から、当該事務所が運行を管理する自家用有償旅客運送自動車の数を二十(同項の運行管理者を運行管理の責任者として選任する場合にあつては、四十)で除して得た数(一未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。)に一を加算して得た数以上選任されなければならない。
一　旅客自動車運送事業運輸規則第四十八条の十二に規定する受験資格を有する者
二　道路交通法施行規則(昭和三十五年総理府令第六十号)第九条の九第一項に規定する要件を備える者
三　国土交通大臣が前二号に掲げる者と同等以上の能力を有するものと認める者
３　第一項の責任者は、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一　前条第一項に規定する要件を備えない者に自家用有償旅客運送自動車を運転させないこと。 

二　自家用有償旅客運送自動車の運転者に対し、前条第二項の規定により適性診断を受けさせること。 

三　福祉自動車以外の自動車を使用して福祉有償運送を行う場合にあつては、前条第三項に規定する要件を備える者の乗務なしに同項に規定する要件を備えない者に自家用有償旅客運送自動車を運転させないこと。 

四　自家用有償旅客運送自動車の運転者に対し、次条第一項の規定により確認を行い、指示を与え、記録し、及びその記録を保存すること。 

五　自家用有償旅客運送自動車の運転者に対し、次条第二項の規定により乗務記録を作成させ、及びその記録を保存すること。 

六　第五十一条の十九第一項の規定により運転者台帳を作成し、事務所に備え置くこと。 

七　第五十一条の二十一第二項の規定により事故の記録を作成し、及びその記録を保存すること。 

八　その他自家用有償旅客運送自動車の運行の安全を確保するために必要な業務
